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本邦における小児・AYA世代がん患者の生殖機能に関する 

がん・生殖医療連携体制の拡充と機能維持に向けた研究 

 

古井 辰郎 岐阜大学医学部附属病院 准教授 

 

2019 年度、2020 年度で実施した未整備地域ワークショップおよび全国地域ネットワーク運営（も

しくは準備）状況調査の結果、(1) 全都道府県の行政、がん、生殖医療の窓口の明確化と 35府県

地域がん・生殖医療ネットワーク(準備中を含む)の情報の JSFP webサイト「地域連携のページ」

へのアップ、(2)地域がん・生殖医療ネットワークの要件案（以後、要件案）(資料 1）の作成、を

行った。2021 年度には、(1)の完成を目指して、引き続き全都道府県への働きかけと情報収集の継

続を行いつつ、全都道府県の担当行政、がん診療の窓口（未確定地域では都道府県がん診療連携拠

点病院がん診療責任者）、生殖医療の窓口（未確定地域では主要な生殖医療専門施設の長）へ要件

案に対する意見徴収をメールで実施した。全回答を解析し、オンライン主体の小班会議（8 月 18

日）を開催し修正版(要件案 ver2)を作成した。さらに要件案 ver2に対しても全国関係者に対する

メール意見募集を行い、その結果を解析し、オンライン主体の拡大班会議（否定的な意見の強い地

域代表も招集 12 月 10 日）で意見交換を行なったのち、ネットワーク要件に関する研究班として

の考え方最終版＝「地域がん・生殖医療ネットワークの構成と機能に関する研究班の基本的考え」

（最終版）を作成した。 

これらの活動の結果、8月中旬には準備中を含めて 47都道府県のページを JSFP 医療連携のページ

に作成することができ、本研究班事務局を窓口として準備中地域の新規オープン、既存地域の情報

更新が随時実施されている。 

さらに、これらの経緯と最終版を、1 月 28 日に全都道府県の関係者を対象とし、品川から配信し

た OCjpn ワークショップの場で発表した。また、この OCj ワークショップには、全国から行政(33

地域)、がん診療（31 地域）、生殖医療(39 地域)が参加し、後半のセッションでは全国を 8 ブロッ

クに分け、zoom のブレークアウトルームの機能を用いたグループディスカッションを行い、ネッ

トワーク構築・運営・維持における地域ごとの課題について議論を深めた。 

 

Ａ．研究目的 

小児・AYA世代がん患者に対して、がん・生殖医

療に関する適切なタイミングで必要な情報が適切

に伝えられることにより、がん診療を最優先とす

る患者に寄り添った生殖機能に関する支援体制を

実現するための全国での地域 NW の構築・整備、機

能の維持と向上を図るための全国的なシステムづ

くりを目指した。 

 

Ｂ．研究方法 

(1)全国の NW の窓口もしくは設立準備のための

窓口の明確化を図るための全国調査を行い、名簿

の整理を行った。(2)NW の整備や機能向上を図る

ため、NWの機能および構成要件等を明確化するた

めの要件制定を目指し、全国の関係者からの意見

を集め、２度にわたる修正を加えて「地域がん・生
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殖医療ネットワークの構成と機能に関する研究班

の基本的考え」を策定した（図１、資料 1〜3）。(3)

日本がん・生殖医療学会(JSFP)の OCj を活用し、

NW の情報共有、資材の活用、web サイト構築代行

等による NW 構築運営の側方支援を行なった。

(4)OCj ワークショップを開催し、NW 構築に関する

最新の情報提供を行うとともに、地域間での問題

共有と解決策の議論を行なった。 

（倫理面への配慮） 

特になし 

 

Ｃ．研究結果 

(1)当初の調査では、全都道府県の全窓口を明ら

かにすることはできなかった（表１）が、その後の

再三の回答依頼が功を奏し、最終的には 47都道府

県の NWにおける行政、がん診療、生殖医療の窓口

もしくは設立準備のための窓口となる人材の明確

化と名簿作成を行なうことができた。(2)全国の関

係者の意見を元に 2回の修正を経て（図１）、ほと

んどの関係者の賛同を得られた（表 2）「地域がん・

生殖医療ネットワークの構成と機能に関する研究

班の基本的考え」を策定した（資料 1〜３）。(3)47

都道府県の NW の情報を JSFPweb サイト地域連携

のページに作成し、随時更新できる体制を整えた。

(図 3-1,2)(4)OCjワークショップを開催し、NW構

築に関する最新の情報提供を行うとともに、地域

間での問題共有と解決策の議論を行なった。 

 

Ｄ．考察 

全都道県で行政、がん、生殖医療の窓口を明ら

かにすることができたものの、表１に示すように

特定の診療科（産婦人科）だけで運営されている

NW も多く、NWの本来の機能の面からより詳しい検

証が必要と思われる。そのためには OCj を活用し

た NW 機能や体制のモニタリングおよびフィード

バックシステムの構築による、機能の向上と持続

可能性な体制構築支援が有効と考えられる。また、

2020年は未整備地域、2021 年には全地域を対象と

した OCjワークショップ（オンライン）によって、

地域における課題とその解決策の共有促進に効果

が期待できることが示唆された。 

Ｅ．結論 

47 都道府県で NW 始動に到達した。しかしなが

ら、その機能や体制には地域差や NW間格差が小さ

くないことが示唆され、OCjを活用した介入・支援

体制に期待がされる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  総括研究報告書にまとめて記入 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

  （予定を含む。） 

 1. 特許取得 

 なし 

 2. 実用新案登録 

 なし 

 3.その他 

 なし 
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表１ 全国 NW窓口（行政、がん、生殖医療）調査 
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図１ 

 

図２ 
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図３-1 JSFP OCj（地域連携のトップページ）http://j-sfp.org/cooperation/ 

  

新規オープン情報 
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図 3-2 JSFP OCj（地域連携の神奈川県のページ）http://j-sfp.org/cooperation/network/kanagawa 
 

 
 

更新情報 

更新情報 
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厚⽣労働科学研究（19EA1015）がん・⽣殖医療連携ネットワークの全国展開と⼩児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存の診療体

制の均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を志向して 研究① 本邦における⼩児・AYA 世代がん患者の⽣殖機能に関する 

がん・⽣殖医療連携体制の拡充と機能維持に向けた研究：古井⾠郎、鈴⽊直 

ネットワーク要件に関する研究班としての考え⽅最終版 
 

 1 

地域がん・⽣殖医療ネットワークの構成と機能に関する研究班の基本的考え 
 
I. 地域がん・⽣殖医療ネットワーク設置の⽬的 
各都道府県において、⼩児・AYA 世代のがん患者等の妊孕性温存療法研究促進事業を実施するにあたり、
⾏政やがん診療施設と妊孕性温存療法実施医療施設等における、医療連携や情報連携の推進および、患
者に対する情報提供並びに意思決定⽀援体制の整備と質の向上を図るとともに、妊孕性温存を希望する
患者が円滑に治療を受けられる体制を構築する。 
 
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 
II. 地域がん・⽣殖医療ネットワークの設置概要（構成と運営） 
① 各都道府県において、がん等診療施設、妊孕性温存療法実施医療施設（注１）、関連する⾏政機関等

が参加し、がん等診療医、⽣殖医療医、相談⽀援担当者（治療に関すること、⽣殖医療に関すること、
精神・⼼理⽀援に関すること、その他社会的⽀援等を含む様々な相談に関すること）、⾏政の担当者
等により構成されている。患者本位の体制を構築するにあたって、患者または患者家族の代表の参画
が望ましい。 

② 地域がん・⽣殖医療ネットワークには代表者をおき、全体の仕組みが円滑に進んでいるかを総括す
る。代表者は、ネットワークの構成員の互選で決定する。 

③ 地域がん・⽣殖医療ネットワークには、事業の庶務等を担う事務局を置く。（注２） 
④ ネットワークに参画している者の役割分担を明確にした上で、名簿を作成・共有し、患者がネットワ

ーク内のどの医療機関を受診しても迅速に必要な紹介等ができる体制を整備する。 
（注１)妊孕性温存実施医療施設は、上記研究促進事業に即して⽇本産科婦⼈科学会または⽇本泌尿器科
学会の認定を受けていることを条件とするが、本ネットワークの⽬的達成に必要と認められる場合には、
妊孕性温存実施医療施設以外の⽣殖医療専⾨医の参画も求めることができる。また、患者の受療⾏動を
勘案し、当該⾃治体の外にある医療施設であっても参加を求めることができる。 
（注２）研究班で調査した結果、神奈川県では神奈川県健康医療局保健医療部がん・疾病対策課、島根県
では県がん診療ネットワーク協議会（島根⼤学病院内）が事務局機能を担っていた。研究班では、各都道
府県の実態を踏まえつつ、先⾏する地域がん・⽣殖医療ネットワークの活動を参考に、関係医療施設と⾏
政の協⼒の下、各地域のがん・⽣殖医療ネットワークに事務局を設置していくことが望ましいとの総意
に⾄った。事務局の具体的な機能としては、普及啓発、医療施設や実施状況の情報把握や公表、運営検討
会や⼈材育成のための研修等の開催等の業務等が想定される。 
 
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 
III. 地域がん・⽣殖医療ネットワークの事業 
各地域のがん・⽣殖医療ネットワークは、がん等診療施設と妊孕性温存療法実施医療施設のがん・⽣殖医
療連携推進に資する事業を担う。研究班の検討において、以下の事業が挙げられた。 

 

研究①資料
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厚⽣労働科学研究（19EA1015）がん・⽣殖医療連携ネットワークの全国展開と⼩児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存の診療体

制の均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を志向して 研究① 本邦における⼩児・AYA 世代がん患者の⽣殖機能に関する 

がん・⽣殖医療連携体制の拡充と機能維持に向けた研究：古井⾠郎、鈴⽊直 

ネットワーク要件に関する研究班としての考え⽅最終版 
 

 2 

① OCjpn（注３）との連携による地域間の相互⽀援体制への参加(→Vへ) 
② 地域のがん・⽣殖医療ネットワーク構成施設に対するがん・⽣殖医療に関する医療者、患者・国⺠
への啓発(VII)並びに⼈材育成(VI)⽀援と推進 
③ がん・⽣殖医療の連携状況における課題の把握と解決に向けた検討会の開催（→IV） 
 

（注３）OCjpn=Oncofertility Consortium Japanは厚⽣労働科学研究補助⾦(がん対策推進総合研究事業)
「がん・⽣殖医療連携ネットワークの全国展開と⼩児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存の診療体
制の均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を志向して」で提唱・構築された、各都道府県のネット
ワーク間の相互⽀援活動である（事務局：⽇本がん・⽣殖医療学会）。OCjpn は、web サイト(http://j-
sfp.org/cooperation/)において各都道府県のネットワークおよび構成施設等に関する情報提供、補助説明
資料や啓発資材の提供等を⾏うとともに、シンポジウムの開催等を⾏っている。なお、OCjpn への参加
にあたり、⽇本がん・⽣殖医療学会への⼊会は条件としていない。 
 
IV. OCjpnとの連携・協⼒体制の構築 
研究班の検討では、地域がん・⽣殖医療ネットワークは、OCjpn への参加を通じて、OCjpnとの連携・
協⼒のもと以下の事業の実施が望ましいとの総意に⾄った 

① 地域がん・⽣殖医療ネットワークの事務局は構成施設やその他の情報に変更があった場合にOCjpn
に情報提供する 

② がん・⽣殖医療に係る独⾃資料や資材などの提供等を通じて、OCjpnの⽀援に努める。 
③  OCjpn web サイト（JSFP地域連携のページ）を⾃地域の web サイトとして利⽤できる。 

 
V. 検討会 
前項③に定める検討会においては、患者に対する情報提供と意思決定⽀援体制の確保と質の向上に資す
る検討を⾏う。研究班においては、優先して検討されるべき課題として、以下の例が挙げられた。 
 

① 連携体制に関する検討： 
-1) がん等診療施設における妊孕性温存実施医療施設に対する妊孕性温存に関する相談件数並

びに実態を把握し、患者に対する情報提供や、意思決定⽀援を受けた患者の妊孕性温存実施
⼜は⾮実施の適正化を図る。（注４） 

-2) 施設間連携及び-1)に関する問題点の把握と解決策を検討 
（注４）実態把握の⽅法として地域内での情報共有および JOFR*の登録データの活⽤などが挙げられ
る。 

 JOFR*=2021年 4⽉から開始された、⼩児・AYA 世代がん患者等に対する妊孕性温存に係る経
済的⽀援に関する研究促進事業における、エビデンス創出のための登録事業 

② がん治療開始前から治療開始後、妊娠・分娩後に⾄るまでの⻑期にわたるがん・⽣殖医療に関す⽀   
援のあり⽅及び情報提供や⽀援に携わる⼈材育成に関する検討 
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 3 

 
 
VI. ⼈材育成 

関連学会等と連携して、がん･⽣殖医療に携わる医療従事者に対して研修の機会を提供し、認定がん・
⽣殖医療ナビゲーター、がん・⽣殖医療専⾨⼼理⼠、OFNN（オンコファティリティー・ナビゲータ
ー・ナース）等のがん・⽣殖医療に関わる⼈材の育成⽀援に努める 
 

VII. 啓発活動 
① 医療者への啓発活動 
②  国⺠への啓発・広報活動 

 
以上 
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厚⽣労働科学研究 
がん・⽣殖医療連携ネットワークの全国展開と 
⼩児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存の診療体制の均てん化にむけた臨床研究 
―がん医療の充実を志向して研究 

 1 

 
地域がん・⽣殖医療ネットワークの要件(案) 

全国関係者意⾒反映版 0818 会議後 
ネットワークの構成・機能に関する研究班の基本的考えの提⽰ 

 
はじめに 
「厚⽣労働科学研究費補助⾦（がん対策推進総合研究事業）がん・⽣殖医療連携ネッ

トワークの全国展開と⼩児・AYA 世代がん患者に対する妊孕性温存の診療体制の均て
ん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を志向して」研究班は、地域がん・⽣殖医療
ネットワークの全国展開に関する研究を⼀つの柱として推進してきた。2020 年から
2021 年 8 ⽉までの調査で、全国の都道府県のうち、35 地域でネットワークの構築が開
始されており、12 地域も⾏政を含めた窓⼝が明⽰され、全都道府県でネットワーク構
築済みまたは準備の段階に⾄った。並⾏して実施した調査においては、ネットワーク
構築の阻害要因としてマンパワーや予算の不⾜、主導する⼈材や機関がないことが挙
げられると同時に、既存地域がん・⽣殖医療ネットワークにおいてもその構成や機
能、稼働状況は千差万別で、幅広い⼩児・AYA 世代がん患者の⽀援とがん・⽣殖医療
の均てん化を志向する観点からは課題も認められた。 
2021 年 4 ⽉から開始された、⼩児・AYA 世代がん患者等に対する妊孕性温存に係る

経済的⽀援に関する研究促進事業が全国展開していることから、地域がん・⽣殖医療
ネットワークの要件（定義）を定める必要性が求められている。そこで、本研究班で
は地域がん・⽣殖医療ネットワークの新規構築の⽀援、構築後の持続可能性につなげ
ることを⽬的とし、地域がん・⽣殖医療ネットワークの機能や構成に関する⼀定の基
準となる「要件案」を⽰し、全国⾃治体のがん対策課、がん診療、⽣殖医療の主導的
な⽴場の医師に対して、意⾒募集を⾏った。 
これらの意⾒を参考に研究班と研究班によって依頼した⾃治体のがん対策担当者、が

ん診療および⽣殖医療の主導的な⽴場の医師も交えた議論により、上記の要件案を修
正した「ネットワークの構成・機能に関する研究班の基本的考え」を提⽰することと
した。 

2021 年 9⽉ 5⽇ 
責任者   鈴⽊ 直  
担当分担者 古井 ⾠郎  
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地域がん・⽣殖医療ネットワークの構成と機能に関する研究班の基本的考え 

 
I. 地域がん・⽣殖医療ネットワーク設置の⽬的 
がん診療施設と妊孕性温存療法実施医療機関等における、がん・⽣殖医療連携の推進お
よび患者に対する情報提供並びに意思決定⽀援体制の整備と質の向上を図る。 
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 
II. 地域がん・⽣殖医療ネットワークの構成 
① がん等診療医、⽣殖医療医、がん等相談担当者、⾏政の担当者等により構成されて

いる 
② 患者または家族の参加も考慮する 
③ 地域がん・⽣殖医療ネットワークの代表者は、ネットワークの構成員の互選で決定

する。 
④ 地域がん・⽣殖医療ネットワークには、事業の庶務を担う事務局を置く（注 1） 
 
（注 1）研究班の検討において、がん・⽣殖医療を持続可能な医療として定着させ、全
国に均てん化を図るためには、各地域のがん・⽣殖医療ネットワークに事務局機能を設
置することが必須との⾒解で⼀致した。具体的には、普及啓発、医療機関や実施状況の
情報把握や公表、運営検討会や⼈材育成のための研修等の開催等の業務等が想定される。 
研究班で、既に運⽤が開始されている地域がん・⽣殖医療ネットワークについて調査

した結果、神奈川県では神奈川県健康医療局保健医療部がん・疾病対策課、島根県では
県がん診療ネットワーク協議会（島根⼤学病院内）が事務局機能を担っていた。研究班
では、先⾏する地域がん・⽣殖医療ネットワークの活動を参考に、各都道府県の実情を
踏まえて、各地域のがん・⽣殖医療ネットワークに事務局を設置していくことが望まし
いとの総意に⾄った。 
 
~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~~ 
III. 地域がん・⽣殖医療ネットワークの事業 
各地域のがん・⽣殖医療ネットワークは、がん診療施設と妊孕性温存療法実施医療機関
のがん・⽣殖医療連携推進に資する事業を担う。研究班の検討において、以下の事業が
挙げられた。 
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 3 

 
(1) 妊孕性温存療法実施医療機関の明⽰とOCjpn(注 2)への情報提供 
(2) 患者に対する情報提供と意思決定⽀援に関する検討 
(3) 地域のがん・⽣殖医療ネットワーク構成施設に対するがん・⽣殖医療に関する啓
発並びに⼈材育成⽀援 
(4) OCjpnを介した、都道府県間のがん・⽣殖医療連携体制の構築相互⽀援体制に対
する協⼒ 
(5) がん・⽣殖医療の連携状況における課題の把握と解決に向けた検討（患者に対す
る情報提供や、意思決定⽀援を受けた患者の妊孕性温存実施⼜は⾮実施の⽐率の適正
化を図り、患者に対する幅広い情報提供と意思決定⽀援を可能とする体制構築に努め
る） 
(6) JOFR（⽇本がん・⽣殖医療学会が管理する⽇本がん・⽣殖医療登録）（注３）の
登録情報を活⽤した、がん･⽣殖医療連携及び患者⽀援の推進。 
(7) 定期的な検討会の開催 
(8) がん・⽣殖医療に携わる⼈材育成の推進 
(9) 医療者、患者・国⺠への啓発活動 

 
(注 2）OCjpn=Oncofertility Consortium Japanは厚⽣労働科学研究補助⾦(がん対策推
進総合研究事業)「がん・⽣殖医療連携ネットワークの全国展開と⼩児・AYA 世代がん
患者に対する妊孕性温存の診療体制の均てん化にむけた臨床研究―がん医療の充実を
志向して」で提唱・構築された、各都道府県のネットワーク間の相互⽀援活動である（事
務局：⽇本がん・⽣殖医療学会）。OCjpnは、web サイト(http://j-sfp.org/cooperation/)
において各都道府県のネットワークおよび構成施設等に関する情報提供、補助説明資料
や啓発資材の提供等を⾏うとともに、シンポジウムの開催等を⾏っている。なお、OCjpn
への参加にあたり、⽇本がん・⽣殖医療学会への⼊会は条件としていない。 
（注３）2021 年 4 ⽉から開始された、⼩児・AYA 世代がん患者等に対する妊孕性温存
に係る経済的⽀援に関する研究促進事業における、エビデンス創出のための登録事業 
 
IV. 検討会 
前項(7)に定める検討会においては、患者に対する情報提供と意思決定⽀援体制の確保
と質の向上に資する検討を⾏う。研究班においては、優先して検討されるべき課題とし 
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て、以下の例が挙げられた 
(1) 構成施設のがん診療施設における妊孕性温存実施医療機関に対する妊孕性温存
に関する相談件数並びに実態の把握 
(2) 適切な患者⽀援のあり⽅や提供体制の構築・維持に向けた検討 
(3) がん診療施設⼜は妊孕性温存実施医療機関で、患者に対する⼗分な情報提供と意
思決定⽀援が困難な場合に、意思決定⽀援の対応可能な施設のあり⽅に関する検討 
(4) がん治療開始前から治療開始後、妊娠・分娩後に⾄るまでの⻑期にわたるがん・
⽣殖医療に関する情報の提供や⽀援のあり⽅及び情報提供や⽀援に携わる⼈材育成
に関する検討 
 
V. OCjpnに関する協⼒体制の構築 
研究班の検討では、地域がん・⽣殖医療ネットワークは、OCjpn への参加を通じて、
OCjpnとの連携・協⼒のもと以下の事業の実施が望ましいとの総意に⾄った 

(1) 地域がん・⽣殖医療ネットワークの事務局がOCjpnとの連絡窓⼝となる 
(2) 地域がん・⽣殖医療ネットワークの構成施設やその他の情報に変更があった場合
にOCjpnに情報提供する 
(3) がん・⽣殖医療に係る独⾃資料や資材などの提供等を通じて、OCjpnの⽀援に努
める 

 
VI. ⼈材育成 

関連学会等と連携して、がん･⽣殖医療に携わる医療従事者に対して研修の機会を
提供し、認定がん・⽣殖医療ナビゲーター、がん・⽣殖医療専⾨⼼理⼠、OFNN（オ
ンコファティリティー・ナビゲーター・ナース）等のがん・⽣殖医療に関わる⼈材
の育成⽀援に努める 
 

VII. 啓発活動 
(1) 医療者への啓発活動 
(2) 国⺠への啓発・広報活動 

 
以上 
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